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令和８年度 ＤＸ観光客動態調査事業委託業務 

応募要領 

 

１．委託業務の内容 

（１） 委託業務名 ： 令和８年度 ＤＸ観光客動態調査事業 

（２） 委 託 期 間 ： 契約の日から令和９年 3 月 31 日まで 

（３） 委 託 内 容 ： 別添「企画提案仕様書」のとおり 

 

２．応募資格 

 次に掲げる要件を原則としてすべて満たす者であること。  

（１） 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団員又は暴力団員

と密接な関係を有しない者であること。 

（３） 沖縄県又は全国の観光等に関連するＩＣＴを活用したデータの収集・整理・分析、旅行動態や

潜在的なニーズ調査・分析等に係る豊富な実績やノウハウを有すること。 

（４） 収集したデータを、統計処理手法やデータマイニング手法等を用いて分析・解析し、データの

特徴を捉え、ターゲットマーケティングを企画立案できる人材を有する企業または団体であること。 

（５） 今回の委託に際して、１名以上の専任担当者を割り当て十分な遂行体制がとれること。 

（６） 応募は単独に限らず共同企業体でも可とする。この場合の要件は以下のとおりとする。 

①共同企業体を代表する事業者が応募を行うこと。 

②共同企業体を構成する全ての事業者は、応募資格（１）、（２）の要件を満たす者であること。 

③共同企業体を構成する事業者のいずれかが応募資格（３）、（４）、（5）の要件を満たす者である 

こと。 

 

３．経費限度額 

令和８年度提案額は 20,210 千円（消費税及び地方消費税相当額を含む）以内とする。 

※企画提案のために提示する金額であり、契約金額ではない。 

 

４．応募の方法 

 応募にあたっては、「仕様書」及び「応募申請書類等様式一覧」を参照の上、申請書類を作成し、持

参または郵送で提出すること。 

 なお、郵送の場合には、簡易書留郵便とし、下記（２）の提出期限内に下記（３）の提出場所に到達す

ること。 

（１） 応募書類 

     様式１  応募申請書 

     様式２  会社概要表 （共同企業体の場合には、事業者ごとに作成） 

     様式３  調査実績書 （共同企業体の場合には、事業者ごとに作成） 

（観光統計に関連する調査・分析の実績があれば、併せて代表的な

報告書等を１部提出してください。） 

     様式４  企画提案書 （Ａ４用紙片面印刷 12 枚以内。添付するファイル形式は問わない。） 

     様式５  執行体制 
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     様式６  スケジュール表 

     様式７  積算書 （添付する積算内訳書の様式は任意） 

     様式８  誓約書 （共同企業体の場合には、連名で作成） 

     様式９  質問票  

  コンソーシアム協定書 

 （共同企業体で応募する場合には、各構成員間で協定を締結し、その協定書を提出するこ

と。なお、協定書の内容は、目的、名称、構成員の住所及び名称、共同企業体の代表者、

代表者の権限、構成員の連帯責任、取引金融機関、瑕疵担保責任、協議事項等とする。） 

     下記の認証制度の認証状又は承認書（写し） ※該当ある場合に提出する。 

      ・沖縄県所得向上応援企業認証制度 

      ・沖縄県人材育成企業認証制度 

      ・沖縄県ワーク・ライフ・バランス企業認証制度 

      ・経営革新計画 

 

（２） 提出期限 ： 令和 8 年６月 3 日（水） 15:00（必着） 

（３） 提出場所 ： 沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 （担当： 又吉） 

〒900-8570 那覇市泉崎１丁目２番２号（県庁８階） 

(４) 提出部数 ： ８部 （１部は原本、残り７部は原本のコピーを提出。ファイルに綴らずにダブルク

リップ等で綴じて提出してください。） 

（５） 質問受付 ： 質問については、様式９に記入の上、令和８年５月 21 日（木） 15:00 までに 

 観光政策課代表メールあて提出すること。 

 aa081100@pref.okinawa.lg.jp 

期限厳守のこと。電話による個別対応は原則行わない。 

質問回答 ： 最終回答は、令和８年５月 27 日（水）を予定。質問に対する回答は順次、観光政

策課ホームページに掲載する。 

（６） 共同企業体での応募は、代表する事業者が行う。但し、様式２及び３については、事業者毎に

作成することとする。 

 

５．審査の実施 

(１) 第一次審査（資格審査） 

    応募者が４社以上の場合は、沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課において書面審査を行っ

たうえで、上位３社を選定する。選定された事業者に対しては、結果及び第二次審査の実施日時

等を、選定されなかった事業者に対しては、結果のみを、電子メール及び書面で通知する。 

なお、応募者が３社以下の場合は、第一次審査は実施せず、応募資格要件の適合を確認した

うえで、全て第二次審査の対象とする。 

     結果通知日：令和８年６月９日（火）（予定） 

 

(２) 第二次審査（プレゼンテーション） 

    選定委員会において総合的に審査し、最も優れた企画提案を行った者を委託予定事業者として

選定する。（選定数１件） 

プレゼンテーションにおける留意事項は、以下のとおりとする。 
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ア. 審査会場への入場者は３名以内とする。 

イ.  審査においては、提出した企画提案書等について説明することとし、資料の追加は認めない。 
   日時：令和８年６月 17 日（水）14:00～（予定） 

   場所：沖縄県庁２会議室（予定） 

※留意事項：プレゼンテーションの時間枠については参加企業数によるので、一次審査結果通知と

併せて通知するものとする（プレゼンテーションの日時も変更になる場合がある）。 

（３）審査基準 

   選定委員会での審査にあたっては以下の事項等について評価する。 

   ア 事業の趣旨、目的を理解し、合理的かつ具体性のある提案内容か。 

   イ 確実に委託業務を遂行できる能力・体制を有しているか。 

   ウ 合理的かつ具体性のある実施スケジュールであるか。 

   エ データの収集・整理・分析業務、データに基づくターゲットマーケティングの戦略立案に関する

実績やノウハウを有しているか。 

   ※上記ア～エに加え、以下の認証を受けている場合、審査上の加点項目とする。 

   （加点対象の認証状、承認書（写し）を提出すること。） 

  ・沖縄県所得向上応援企業認証制度 

  ・沖縄県人材育成企業認証制度 

  ・沖縄県ワーク・ライフ・バランス企業認証制度 

  ・経営革新計画 

 

６．選考結果の通知 

  最終選考結果は、令和８年６月下旬頃第二次審査参加者全員に通知予定。 

※なお、採否についての異議申し立て、質問等は受け付けない。 

 

７．その他  

（１） 書類提出にあたって使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

（２） 提出書類等の作成及び上記「５．審査の実施」の出席に要する費用は応募者の負担とし、また、提

出書類等は返却しない。 

（３） 提出された提案書、審査内容、審査経過については公表しない。 

（４） 委託予定事業者の選定にあたっては、実績及び提案された内容を総合評価し決定する。このため、

調査業務を実施するにあたっては県と協議して進めていくものとし、提案された内容を全て実施す

ることを保証するものではない。 

（５） １事業者（複数の事業体で事業を実施する場合は１共同企業体）あたり、提案は１件とする。 

（６） 契約手続きに関する費用は、事業者負担とする。 

（７） 契約締結の際は、契約保証金として契約額の 100 分の 10 以上の額を契約締結前に納付しなけれ

ばならない。ただし、沖縄県財務規則第 101 条第 2 項の各号のいずれかに該当する場合は、契約

保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

（８） 本委託業務は、再委託が制限されている。別紙企画提案仕様書を確認すること。 

（９） 以下のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効とする。 

ア 提出期限を過ぎて、書類が提出された場合 

イ 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 
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ウ 本要領に違反すると認められる場合 

エ 審査の公平性に影響を与える不正行為があった場合 

オ その他担当者があらかじめ指示した事項に違反した場合 

（１０）企画競争実施の結果、契約を締結したとき、以下の項目について公表する。 

○契約担当部局・課名、契約の名称、契約日、契約金額、契約履行期間、随意契約の根拠法令、

契約の相手方の選定理由、契約の相手方の名称・住所、その他必要な事項 

 

８．問い合わせ先 

沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 （担当： 又吉） 

〒900-8570 那覇市泉崎１丁目２番２号（県庁８階） 

電話：098-866-2763 FAX：098-866-2767 

Email： aa081100@pref.okinawa.lg.jp 


